
瀬戸市中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、予算の範囲内において中心市街地商店街へ新たに出店する者に対して必要な

資金を補助することにより、中心市街地商店街の振興を図るとともに、人材の活躍促進及び年齢

や性別にかかわらず起業・創業に挑戦できるまちづくりを目指すことを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、次に定めるところによる。 

⑴ 中心市街地商店街 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）に定める商店街振興組 

合及び商店街振興組合連合会のうち、瀬戸市中心市街地商業等活性化基本計画（平成１１年３ 

月１５日策定）で定められた区域内に所在するものをいう。 

⑵ 空き店舗 中心市街地商店街において１月以上継続して事業の用に供されておらず、店舗の 

出入り口が道路又は人の通行が制限されていない公共用地等に面している物件をいう。 

⑶ 家賃 単に賃借料のみをいい、消費税、共益費、管理費、駐車場代、敷金、礼金、保証金等

は含まない。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者は、空き店舗において新たに店舗又は事業所として開業しようとする

者で、専ら一般の消費者を顧客とする事業及び集客効果のある事業を開始する者（以下「事業者」

という。）のうち、次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

⑴ 日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）に定める業種のうち別表第１に掲げ

る業種であること。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条に規定する業種を除く。 

⑵ 空き店舗に係る売買契約又は３６月以上の期間の賃貸借契約を締結したものであること。た

だし、売買契約の場合は、第７条の規定による交付申請の日の属する年度又はその前年度に契

約を締結したものであること。 

⑶ 中心市街地の活性化に寄与すること。 

⑷ ３年以上継続して営業することが見込まれ、週５日以上かつ１日４時間以上営業を行うこと。 

⑸ 市税の滞納がないこと（法人の場合は代表者を含む。）。 

⑹ 暴力団（瀬戸市暴力団排除条例（平成２３年瀬戸市条例第１２号）第２条第１号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。 

⑺ 暴力団員（瀬戸市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が

役員又は構成員となっていないこと。 

⑻ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有しないこと。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する者は交付の対象としない。 



⑴ 事業者と空き店舗を所有する者が同一世帯又は３親等以内の親族関係にあるもの。また、事

業者が法人の場合にあっては、その法人の役員と空き店舗を所有する者が同一世帯又は３親等

以内の親族関係にあるもの。 

⑵ その他瀬戸市中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助金（以下「補助金」という。）の趣

旨及び目的に照らして適当でないと市長が認めるもの。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）の名称、補助対象経費、補助

要件、補助金の算出式、補助限度額及び補助期間等は、別表第２に定めるとおりとする。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。 

（補助事業の募集） 

第５条 補助金の交付を希望する者は、瀬戸市中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助金募集要

領に定められた必要書類を、市長に対し、要領に規定する募集期間内に提出しなければならない。 

（補助事業の選定） 

第６条 市長は、前条の書類が提出された場合は、関係者からの意見をもとに選定し、その結果に

ついて、応募者へ通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 前条の規定により市長から補助対象事業として選定する旨の通知（以下「採択通知」とい

う。）を受け、補助金の交付を受けようとする者は、中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助

金交付申請書（様式第１号）により、補助対象事業ごとに市長に申請しなければならない。 

２ 第４条の補助期間等が年度をまたぐ場合は、年度ごとに前項に規定する申請を行うものとし、

補助金の交付を受けた年度の翌年度も継続して補助金を受けようとするときは、交付決定のあっ

た日の属する会計年度の翌年度の４月末日までに、前項の交付申請書を市長に提出しなければな

らない。ただし、申請内容に変更がない場合は、当該申請に必要な添付書類を省略することがで

きる。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条第１項及び第２項の交付申請書が提出された場合は、その内容を精査し、補

助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は必要があると認めるときは、補助金の交付に関し条件を付すことができる。 

３ 市長は、補助金の交付を決定したときは、中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助金交付 

決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

（事業の変更等） 

第９条 前条第３項の規定により決定の通知を受けた者が、補助対象事業を変更し、又は廃止する



ときは、中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助金変更等承認申請書（様式第３号）を市長に

提出し、中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助金変更等承認通知書（様式第４号）による承

認を受けなければならない。 

２ 事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又はその遂行が困難になったとき

は、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 事業者は、補助対象事業が完了したときは、中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助

金事業実績報告書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する実績報告書の提出期限は、次のとおりとする。 

⑴ 家賃補助事業 賃貸借契約の締結により事業者が空き店舗の使用を開始した日から１２月

を経過した日の属する月の賃借料の支払いを賃貸借契約で定められた日以後３０日以内又は

交付決定をした日の属する会計年度の３月５日のいずれか早い日 

⑵ 店舗改装費補助事業 補助対象事業を完了した日以後３０日以内又は交付決定をした日の

属する会計年度の３月５日のいずれか早い日 

（補助金交付額の確定） 

第１１条 市長は、前条の実績報告書の提出がされた場合は、速やかにその内容を精査し、補助対

象事業の実施結果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、

補助金交付額を確定し、中心市街地商店街空き店舗対策事業費補助金交付額確定通知書（様式第

６号）により、事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 市長は、前条の確定通知書を受けた事業者からの中心市街地商店街空き店舗対策事業費

補助金請求書（様式第７号）による請求に基づき、補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助金の交付決定を受けた事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、補

助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるこ

とができる。 

⑴ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

⑵ 不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑶ 第３条の要件を欠いたとき。 

⑷ 正当な理由が無く、連続して３０日以上休業したとき。 

⑸ その他市長が不適当と認める事由に該当したとき。 

（財産処分の制限） 

第１４条 事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち、取得価格又は



効用の増加価格が１件当たり５０万円以上の機械、重要な器具その他の重要な財産を、市長の承

認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供してはならない。ただし、補助対象事業が完了した日の属する会計年度の末日から起算して５

年を経過したときは、この限りでない。 

２ 事業者が、前項の規定により市長の承認を受けて財産を処分したことにより収入があったとき

は、市長は、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を返還させることができる。 

（補助金の経理等） 

第１５条 事業者は、補助金の収支等に関する帳簿類を備え、これらの帳簿類を補助対象事業が完

了した日の属する会計年度の末日から起算して５年間保存しなければならない。 

（事業の事前着手） 

第１６条 補助金の交付を申請しようとする事業者は、採択通知のあった日以降において事業目的

達成のために交付決定前に事業を実施する必要がある場合は、予め事業事前着手届（様式第８号）

を市長に提出しなければならない。 

（各種調査等） 

第１７条 事業者は、補助対象事業が完了した日の属する会計年度の翌年度以降５年間、市からの

調査等に協力しなければならない。 

（補則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１４年７月１５日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 



  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、施行の日以後に第６条の規定による選定を受ける者から適用し、同日前に第６条

の規定による選定を受けた者については、なお従前の例による。



別表第１（第３条関係） 

 

 

 

大分類 中分類 備考 

Ｇ情報通信業 
37 通信業、38 放送業、39 情報サービス業、40 インターネット付随サービス

業、41 映像・音声・文字情報制作業 

風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条に規定する業種

を除く。 
Ｉ卸売業、小売業 

56 各種商品小売業、57 織物・衣服・身の回り品小売業、58 飲食料品小売業、

59 機械器具小売業、60 その他の小売業 

Ｌ学術研究、専門・技術サービス

業 

71 学術・開発研究機関、72 専門サービス業（他に分類されないもの）、73 広

告業、74 技術サービス業（他に分類されないもの） 

Ｍ宿泊業、飲食サービス業 75 宿泊業、76 飲食店、77 持ち帰り・配達飲食サービス業 

Ｎ生活関連サービス業、娯楽業 78 洗濯・理容・美容・浴場業、79 その他の生活関連サービス業、80 娯楽業 

Ｏ教育、学習支援業 81 学校教育、82 その他の教育、学習支援業 

Ｐ医療、福祉 83 医療業、84 保健衛生、85 社会保険・社会福祉・介護事業 

Ｒサービス業（他に分類されない

もの） 

91 職業紹介・労働者派遣業、92 その他の事業サービス業、95 その他のサービ

ス業 



別表第２（第４条関係） 

補助対象事業の名称 補助対象経費 補助金の算出式 補助限度額 補助期間等 

家賃補助事業 

空き店舗の使用を開始した日の属す

る月から起算して１２月分の賃借料

であり、賃貸借契約に基づき月ごと

に支払われたもの（消費税等は除

く。） 

１月当たりの賃借料の２分の１以

内。 

ただし、賃貸借契約の開始又は終了

において賃貸借契約日数が１月に満

たない場合は、実際に支払った賃借

料により計算する。 

１月当たり 

５万円以内 

１申請者につき１回限りで

１２月以内 

店舗改装費補助事業 

中心市街地への新たな出店に必要な

店舗改装費（消費税等は除く。） 

（床、天井・壁、照明、エアコン、

外装工事、給排水設備工事、空調設

備工事、電気設備工事、解体工事） 

経費の３分の１以内 
１申請につき 

７０万円以内 
１申請者につき１回限り※ 

※店舗改装費補助事業の補助期間等は交付決定をした日の属する会計年度に限るものとし、会計年度をまたぐことを認めない。


